
原子力関連企業における就職動向（１）

メーカにおける原子力部門の採用数は２００９年をピークに減少傾向であったが、近年は回復しつつある。採用にお
ける原子力専攻以外の比率は、東日本大震災以降減少していたが、近年は以前の水準に戻りつつある。

出典：一般社団法人日本原子力産業協会調べ
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調査対象機関：
ＩＨＩ、東芝、日立ＧＥニュークリア・エナジー、富士電機、三菱重工業、三菱電機 （計 ６社）
（注）2015年度は、6月時点の原子力部門への配属数（配属予定数を含む）を計上。
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原子力関連企業における就職動向（２）

出典：一般社団法人日本原子力産業協会調べ

電気事業者における原子力部門の採用数は、東日本大震災以降減少して近年は横ばい。原子力専攻以外の比率は
減少傾向が続く。

調査対象機関：
北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、日本原子力発電、電源開発（計 11社）
（注）2015年度は、6月時点の原子力部門配属数（配属予定数を含む）を計上。
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